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JEPXスポット市場価格の動向

出典：JEPXスポット市場（システムプライス）から資源エネルギー庁作成

⚫ JEPXスポット市場価格は、5/20時点で19.52円/kWh。
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JEPXスポット市場価格（エリア別）の動向

• JEPXスポット市場のエリアプライスは、2026年度３月以降、中東情勢に伴う燃料価

格の上昇影響等を反映し、上昇傾向にある。

• 特に、2026年４月以降は、東日本を中心にエリアプライスが上昇したが、これは、

中東情勢の影響に加えて、一部の事業者間の既存契約の終了に伴う、スポット市場へ

の売買入札量の急増や、東日本エリアにおける連系線作業による運用容量の低下等、

複合的な要因による。

出典：JEPX HP
※各月の平均約定価格の推移を抽出。なお、2026年5月は、5月1日～5月20日のみを対象としている。

4月2025年3月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 2026年1月 2月 3月 4月 5月



29

今般の中東情勢を踏まえた先物市場価格の動向
電市室相談させてください。

出典：EEX Market Data Hubより作成、EEX提供

⚫ EEX日本電力先物（東京エリア・ベースロード）のフォワードカーブをみる

と、月次物、四半期物、季節物、年度物のいずれも価格が上昇している。

月次物 四半期物 季節物 年度物
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先物市場の拡大

出典：いずれのグラフも東京商品取引所、EEXから提供された情報により経済産業省作成

• 電力価格のヘッジ手段として先物市場での取引が拡大している。
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小売電気事業者の新規受付停止について

• 3月以降、産業用（特別高圧・高圧）を中心として、新規受付の停止を行っ

ている大手小売電気事業者が数社確認されている。

• 同じ電圧区分でも固定価格メニューなど、一部のメニューのみ停止している

ケースも確認された。

• 確保している供給力に余力がなくなり市場から調達する必要が生じた際に、

電気の調達価格が販売価格を上回ることとなる可能性等を踏まえ、受付の停

止が行われている可能性がある。

対象

A社 特別高圧、高圧

B社 特別高圧、高圧

C社
特別高圧、高圧

低圧

出典：公表情報を元に資源エネルギー庁において作成（2026年５月）
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非効率石炭火力の緊急的な稼働について

• 第4回の本小委員会において、容量市場における非効率石炭火力の稼働抑制措置を、

緊急的な対応として、2026年度においては適用しないこととしたところ。

• 大手発電事業者からのヒアリングによれば、上記方針を踏まえ、非効率石炭火力を設

備利用率50％を超えて稼働する方向で燃料調達等の調整をしている模様。

第5回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会
（2026年3月27日）資料7より抜粋



LNGの節約効果
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⚫我が国のLNGについて、ホルムズ経由での輸入は６％ （年間400万トン程

度）であるが、電力・ガス事業者は、ほぼそれと同水準の在庫（400万トン

程度）を保有。代替調達も着実に進んでおり、現時点で電力の安定供給に支

障は生じていない。

⚫さらに万全を期す観点から、発電効率が低い石炭火力について、年間の設備

利用率を50％以下に抑制する措置を2026年度は適用しないことで、石炭火

力の稼働を高める。

⇒ LNG年間約50万トンの節約

⚫東京電力柏崎刈羽原発６号機１基が営業運転

⇒ 定格出力で稼働した場合、LNG年間約110万トンの節約

⚫あわせて年間約160万トンのLNGを節約（ホルムズ経由LNG年間400万トン

の約４割相当）
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（参考）資源開発・燃料供給小委員会における議論①

第26回 資源開発・燃料供給小委員会
（2026年5月14日）資料3より抜粋
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第26回 資源開発・燃料供給小委員会
（2026年5月14日）資料3より抜粋

（参考）資源開発・燃料供給小委員会における議論②
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第25回 資源開発・燃料供給小委員会
（2025年12月5日）資料3より抜粋

（参考）資源開発・燃料供給小委員会における議論③
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第26回 資源開発・燃料供給小委員会
（2026年5月14日）資料3より抜粋

（参考）資源開発・燃料供給小委員会における議論④



原子力発電所の現状
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再生可能エネルギーの拡大と火力発電

⚫再生可能エネルギーの拡大は火力依存度の低減へ貢献してきた。

⚫具体的には、震災直後は電源構成に占める火力の割合が約9割に近づいたが今は７割を切って
いる。また、化石燃料輸入量も震災直後から1割～2割程度減少している。
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１．過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応

２．今般の中東情勢を踏まえた対応状況

３．諸外国の動き

４．今後の対応の方向性
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中東情勢を踏まえた諸外国における主な政策

電源政策

◆ 短期的な対応として、LNG火力比率の比較的高い国を中心に、石炭火力の活用を進める動
きが見られる。（韓国、タイ、フィリピン等）

◆ また、原子力についても、稼働率を引き上げる方針を表明するなど、積極的な活用を志向
する動きも見られる。（韓国等）

◆ 海外の化石燃料に依存しないエネルギー構造を構築するため、再エネ導入の加速を掲げる
動きも見られる。（EU、タイ等）

⚫中東情勢を踏まえたアジア・欧州の主要国の電源政策及び電気料金・市場政策について、各
国政府公表や現地報道を基に動向を調査した。

電気料金・市場政策

◆ 電源構成や中東依存度の違いにより国によって影響度は異なる上、現時点では影響が顕在
化していない国が多いが、電気料金の高騰への懸念から対策を講じる動きも見られる。

◆ タイでは政府補助により値上げ幅を抑制する措置を決定。フィリピンではスポット市場を
停止し、エネルギー規制委員会が電源種ごとの価格決定を行う臨時的な制度に移行。

◆ 欧州を中心に、ウクライナ侵攻時のエネルギー価格高騰を踏まえ、価格上限制度や電気料
金とガス市場価格との連動を緩和する対策等が既に導入されている国があり、それらの国
では今回の局面でも主にこれらの制度運用により対応している。
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国 電源・燃料対策 電気料金対策
※今般の中東情勢悪化以前から予定されていた施策も含む

中国 ✓ 従来から石炭火力比率が高く（約６割）、
LNG火力の比率は３％程度であるため、現状
の石炭火力水準を維持

✓ 天然ガス・石油価格による影響度が低い等の
要因から、電気料金水準は現状維持

韓国 ✓ 現行の石炭火力の稼働制限（稼働率上限
80％・休日停止）緩和

✓ 従来通りの安全規制に係る審査・認可を前提
に、定期点検中の原子力発電所の再稼働加速
の方針を表明

✓ 韓国電力公社の電気料金において燃料価格の
反映の凍結（燃料費調整単価の上限で維持）

※2021～2023年の燃料価格高騰時に燃料価格を 反
映せず電気料金を据え置いたため、過去分の未調整
燃料費が残存していることから燃調上限で据置き

タイ ✓ 石炭火力及び水力発電の最大限活用を指示
→操業停止予定だった２基の石炭火力ユニット
（メーモ石炭火力発電所9・10号機）の再稼働
など

✓ タイ電力公社の５～８月の電気料金値上げ・
燃料費調整額を政府補助により小幅に抑制

※当初、値上げの凍結も検討していたが、財政負担な
どを考慮し断念。

ベトナム ✓ 国内石炭供給を強化するため、炭鉱採掘能力
引上げ手続の簡素化を図る特別措置を審議

✓ 国有電力会社EVNが国内の石炭供給事業者と
発電所に対して連携して石炭の在庫水準の引
上げに取組むことを要請

✓ 政府による規制料金制であり、自動的な燃料
費調整制度も存在しないため、現時点で大き
な料金変動はない。

※燃料費等はEVNの発電コストとして吸収され、必要
に応じて料金改定が判断される仕組み

インドネシア ✓ 従来から石炭火力の比率が高く（約６割）、
国内産出の石炭・天然ガスの活用を維持

✓ 国営電力会社PLNの電気料金据え置き
✓ 政府からPLNへの赤字補填（補助）
※今般の中東情勢以前からインフレ対策として行われ
ていた措置の延長

フィリピン ✓ 国家エネルギー緊急事態宣言を踏まえ、再エ
ネ・石炭の最大限活用を図るため、エネル
ギー省から、石炭火力発電所等に対し増出力
指令をする系統運用指針に切替え

✓ エネルギー規制委員会（ERC）により卸電力
スポット市場停止（3月26日～）

✓ これに伴い、ERCによる電源種ごとの公定価
格スキームが導入され、市場連動を一時停止

出典：各国政府発表・現地紙報道等の公表情報をもとに資源エネルギー庁作成

（参考）アジア主要国の動向
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国 電源・燃料対策 電気料金対策
※今般の中東情勢悪化以前から予定されていた施策も含む

ＥＵ ✓ 既存の再エネ設備の最大限活用（許認可手続の
簡素化による既設の風力発電等のリパワリング
支援や既設の水力発電の改修等）

✓ 家庭・産業向けの電気料金への課税を引き下げ
る税制改正を提案

英国 ✓ 石炭火力はフェードアウト済みであり、天然ガ
スの中東依存度も僅かであるため、構造改革と
して再エネ・原子力を推進

✓ 電力多消費産業の電気料金を軽減するスキーム
（FITや容量市場等の賦課金を免除）の対象拡
大

ドイツ ✓ 2038年の石炭火力フェードアウト目標は維持
しつつ、予備電源として待機状態の石炭火力発
電所の再稼働について検討する方針

✓ 国庫補助による託送料金の引下げや産業向けに
EU最低税率まで電力税を恒久的に引下げ（イ
ラン情勢前に施行済み）

スペイン ✓ 石炭火力はフェードアウト済みであり、天然ガ
スの中東依存度も低いため、構造改革として再
エネ導入を加速させる方針

✓ 電気・ガス料金のVAT率引き下げの方針
（21%→10%）

イタリア ✓ 現状では再稼働しないが非常事態には石炭火力
を再稼働させる可能性に言及（2025年までと
していた石炭火力のフェードアウトを法改正に
より主に予備電源として2038年まで延期）

✓ 既存の低所得者向け電気料金補助拡大に加え、
産業向け電気料金の支援

✓ 系統賦課金の引下げ

フランス ✓ 原子力を中心とした電源構成を維持する方針
✓ 石炭火力は既に少数となっており従来の位置づ
けを維持

✓ 2022年のエネルギー価格高騰を踏まえ、価格
上限制度等の規制料金制度が存在

出典：各国政府発表・現地紙報道等の公表情報をもとに資源エネルギー庁作成

（参考）ＥＵ・欧州主要国の動向
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１．過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応

２．今般の中東情勢を踏まえた対応状況

３．諸外国の動き

４．今後の対応の方向性
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現状を踏まえた今後の対応の方向性
⚫今般の中東情勢を踏まえても、電力分野への影響は限定的。LNGの調達先は多角化され、ホ
ルムズ依存が少ないことに加え、再エネの導入拡大、原子力発電の再稼働による輸入燃料へ
の依存が低減していること等が寄与。引き続き、脱炭素電源の活用を進めることは必要。

⚫火力発電については、石炭火力の活用がLNGの節約につながる面があるように、複数の選択
肢を有していることの有効性が確認された。

⚫過去の需給ひっ迫時の経験を踏まえ、安定供給確保に向けた官民や事業者間での情報共有や
連携、小売事業者のリスクへの備えは一定進展。

⚫一方、電源の約7割を輸入燃料に依存する状況では、今後も、地政学リスクや国際燃料価格
の変動による影響を受けやすい構造にある。

⚫こうした我が国の電力をめぐる状況を踏まえ、今後、取るべき対応の方向性について御意見
をいただきたい。

【御議論いただきたい点】

１．地政学リスクへの備えの強化
２．電力の強靭な供給力の確保
➢火力発電の活用の在り方（kWの維持・確保、備蓄・在庫確保、脱炭素化 等）
➢ LNGや石炭の調達の在り方（サプライチェーンの確保、事業者間連携 等）
➢脱炭素電源の最大限活用を実現する方策（調整力の確保 等）

３．安定的な電気料金を実現するための事業・市場環境の整備
➢電力の中長期取引の普及・促進
➢小売事業者によるリスクヘッジ手段の活用
➢発電・小売と需要家との連携
など
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